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明 細 書

宇和島市第 4次地球温暖化対策実行計画策定業務 宇和島市

費目 名称・規格・摘要 数量 単位 単価 金額 備考

業務原価

（1）直接原価

直接人件費 1 式 「直接人件費内訳」参照

直接経費 1 式 「直接経費内訳」参照

（2）その他原価

間接原価等 1 式

業務原価（計） ①

一般管理費等 1 式

一般管理費等（計） ②

（小計） ①＋②

小計

消費税相当額 10 ％

消費税込み合計



直接人件費内訳 宇和島市

作業項目
主任技術者 技師長 主任技師 技師 A 技師 B 技師 C 技術員 人員 金額

合計 合計

（１）宇和島市第４次地球温暖化対策実行

計画（事務事業編）の策定

１）現行計画の評価と課題の整理

２）計画の基本的事項の設定

３）温室効果ガス排出量の算定及び

エネルギー使用特性の分析

４）温室効果ガス排出量の削減目標の

検討

５）温室効果ガス排出量削減に向けた

取組の検討

６）推進方策の検討

７）宇和島市第４次地球温暖化対策実行

計画（事務事業編）の策定

８）公共施設への再生可能エネルギー等

導入可能性調査検討結果反映

（２）打合せ・協議・会議支援

計(人/日)

直接人件費小計



直接経費内訳 宇和島市

経費内容 数量 単位 単価 金額 備考

１．旅費交通費 1.0 式

直接経費小計



宇和島市第４次地球温暖化対策実行計画

策定業務

仕 様 書

宇和島市
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１ 業務名

宇和島市第４次地球温暖化対策実行計画策定業務

２ 目的

本市は、令和３年３月に地球温暖化対策の推進に関する法律（以下「温

対法」という。）第21条に基づき、「宇和島市第３次地球温暖化対策実行計

画」（以下「現行計画」という。）を策定し、市の事務・事業における温室

効果ガスの排出削減に取組むことにより、地球温暖化対策の推進を図って

おり、2050年のカーボンニュートラルに向け様々な取組みを推進している

ところである。

国の新たな地球温暖化対策計画では、地方公共団体のさらなる取組の強

化・拡充に向けた体制整備や所有施設の省エネルギー化等が求められてい

ることから、本業務では、国が掲げる温室効果ガス排出量の削減目標と遜

色のないものを設定するとともに、実効性の高い計画として「宇和島市第

４次地球温暖化対策実行計画（事務事業編）」を策定することを目的とす

る。

３ 委託期間

契約締結日の翌日から令和８年２月27日まで

４．業務内容

（１）宇和島市第４次地球温暖化対策実行計画（事務事業編）の策定

宇和島市第４次地球温暖化対策実行計画（事務事業編）の策定にあたり、

次に示す業務を実施する。

業務にあたっては、環境省「地方公共団体実行計画（事務事業編）策定・

実施マニュアル」（令和７年３月）の内容に準拠し、作成を行うこと。

１）現行計画の評価と課題の整理

現行計画の施策等を分析・評価するとともに、その結果を踏まえ、次期

計画策定に向けた現行計画における課題を抽出・整理する。

２）計画の基本的事項の設定

計画策定に必要となる基本的事項（計画の目的、計画の期間、計画の対

象等）について、最新の情勢等を踏まえて整理を行う。

３）温室効果ガス排出量の算定及びエネルギー使用特性の分析

本市が所有する施設におけるエネルギー使用量から本市の事務事業に係

る温室効果ガスの排出量について算定を行うとともに、各施設のエネルギ

ー使用特性について分析する。
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４）温室効果ガス排出量の削減目標の検討

温室効果ガス排出量の実績及び本市における他の関連計画及び国や県の

地球温暖化対策の動向等を踏まえ、温室効果ガス排出量についての削減目

標を検討する。

５）温室効果ガス排出量削減に向けた取組の検討

本市が所有する施設における事務事業について、実現可能なソフト面、

ハード面における温室効果ガスの削減に向けた取組について検討、整理を

行う。

６）推進方策の検討

計画の実施・点検・評価・見直し等の進行管理、体制、進捗状況の公表方

法等について検討を行う。

７）宇和島市第４次地球温暖化対策実行計画（事務事業編）の策定

本業務におけるすべての業務内容を考慮し、宇和島市第４次地球温暖化

対策実行計画（事務事業編）を策定する。

８）公共施設への再生可能エネルギー等導入可能性調査検討結果反映

令和６年度実施の「宇和島市公共施設への再生可能エネルギー等導入可

能性調査業務」の検討結果を反映させる。

（２）打合せ・協議・会議支援

業務全体の進行管理、情報整理・確認等のための打合せ・協議等を行う。

必要に応じて庁内会議の開催に伴い、会議資料を事務局との協力のもと作

成するとともに、会議に出席し説明補助等の事務局支援を行う。また、会

議記録（要点筆記）を作成する。会議の開催回数は以下を想定する。

・庁内会議（２回程度）

５．主任技術者等

受託者は、主任技術者をもって業務全般にわたる技術的管理を行わせる

ものとする。主任技術者は技術士（環境）またはエネルギー管理士の資格

を有する者とする。

６．成果品

宇和島市第4次地球温暖化対策実行計画

・本編 （Ａ４ カラー 70頁程度） １部

・資料編 １部

・概要版（Ａ３ カラー 両面） １部

・上記成果品に関する電子データ １式


